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復帰以前の沖縄における公共投資と建設業
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大城郁寛

１．はじめに

沖縄県の県民総支出に占める公共投資の割合は1998年度において15.2％の

水準にあり，わが国のＧＤＰに占める同支出の比率７９％と比較すると，公共

工事による需要喚起が県経済の景気を大きく下支えしていることを示してい

る．そのことを就業構造の観点から眺めてみると，図１が示すように沖縄県

の就業者の約14％が建設業に従事するという現象となって表われている．も

ちろん建設需要の全てが公共事業という訳ではないので，公共事業と雇用の

関係は建設需要を民需と公需に分けて，その比率にもとづいて建設業従業者

の内どの程度が公共事業に携わるものなのかを判断しなくてはならない．

（旧）建設省の「建設工事受注調査」によると，建設工事受注額に占める官

公庁の比率は近年の景気対策としての公共工事の増加を反映して，1997年度

が約41％，９８年度が約47％，９９年度が約53％と上昇傾向にあるが，大雑把に

建設需要の民需・公需の比率を半々とすると，１４％の半分の７％程度が直接

的に公共事業に携わっている就業者とみることができる．ただ，建設業と他

産業との関連を考慮すると，この比率に建設業者に資材を販売したりサービ

スを提供する他業種，例えばセメント製造，建設機器レンタル業，設計事務

所などの産業に雇用されている従業者の何割かを加えた比率が，トータルと

して公共事業に関わる従業者となる．平成７年沖縄産業連関表によると，同

年の県内生産額５兆4,100億円の124％が公的資本形成によって誘発された

生産額となっているから，県内従業者の１割強が公共工事によって仕事が与

えられているとみることができる．

－１４７－
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図１全就業者に占める建設業就業者の割合
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このように沖縄県は公共事業に大きく依存した経済構造を持つようになっ

た．しかし，700兆円を超える公的債務を抱える現在の財政状況において，

短期的には代替基地の建設などの公共事業によって就業の場を確保していく

ことが可能だとしても，長期的視点に立てば公共事業依存体質からの脱却が

求められていることは，大方の県民が承知していることである．1972年の復

帰を機に本土との経済格差を是正する目的で，累計すると数兆円に及ぶ財政

資金が道路，港湾などのインフラ整備のために投入された．いま沖縄経済が

大きな節目を迎えているとすれば，将来を展望するためにも今までの巨額な

公共事業によって，県経済がどう変わったのかを総括しておく必要がある．

本稿は，復帰前においてどのような公共工事が，どの程度行なわれていた

のか，そして公共工事を担う建設業はどのような状況であったのか，いって

みれば当時の公共事業や建設業の姿を描くことによって，総括の出発点とし

たい．

2．民需が主導した復帰前の沖縄経済

（１）低い公的部門
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復帰前における沖縄経済の１つの特徴は，総需要に占める公的部門のシェ

アが低いことである．1955～1971年度までについて総支出に占める公的部門

(一般政府最終消費支出十公的固定資本形成）のシェアをプロットしてみる

と，図２が示すように1955年度の12.2％（最終消費支出7.8％，固定資本形

成3.4％）の水準からシェアは上昇して1971年には24.1％まで高まったが，

この水準は1998年度の343％（最終消費支出19.1％，固定資本形成15.2％）

の７割程度のレベルで，復帰前の沖縄は公的需要に依存しない経済構造を持っ

ていたことがわかる．特に公的資本形成は1998年時点で県内総支出の15％強

を占める主要支出項目であるが，復帰前は５％前後のレベルでしかない．同

時期のわが国の国民総支出に占める公的資本形成の比率は９％程度の水準に

あるから，全国との比較において，沖縄はかなり低調な社会資本整備が行な

われていたことがわかる．

図２総支出に占める公的部門のシェア
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経済成長の観点からも，当時の沖縄が民需主導型の経済構造であったこと

を見ることができる．1955～1971年の期間について，総支出の伸びに対する

各支出項目の寄与度を求めた表1を見て頂きたい．この表によると，民需が

個人消費51.1％，企業設備28.8％，個人住宅13.6％に対して，公的需要が政
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府消費18％，政府固定資本形成8.1％となっている．比較のために同支出項

目の寄与度を復帰後（1972～1997年）についても計算してみると，個人消費

53.9％，企業設備15.8％，個人住宅3.9％，政府消費18.8％，政府固定資本形

成14.3％となっており，戦後一貫して寄与度に大きな変化がなかった個人消

費や政府消費を別にすれば，復帰前が企業設備や個人住宅に，復帰後が公共

事業に牽引されて経済成長を遂げたことを示している．

（２）旺盛な設備投資

1960年代から1970年代初頭までの期間は，沖縄も高度経済成長期にあった

から，民間企業の設備投資が旺盛であったことは十分に予想されることであ

る．そこで，有効需要，そして供給能力の増強を通して沖縄経済を主導した

設備投資の内容を，もう少し詳しくみてみよう．ここで利用する資料は琉球

政府企画局が，高度経済成長の助走期にあたる1958～1962年について国民所

得統計の民間設備投資を建築物と産業用機械に分類した表２と，同じく企画

局が資本金１万ドル以上の法人企業を対象に行なった「法人企業調査」に基

づいて，設備投資を項目そして産業別に分類整理した表３である．この調査

は当時の大手企業（1968年度調査で548社）を対象とした調査のため，中小，

零細企業の動向が漏れるという制約はある．「国民経済計算」（琉球政府）の

企業設備額から判断するとおよそ25％程度が調査対象になっている勘定であ

るが，この調査によって項目だけでなく産業という切口から設備投資の傾向

を見ることができる．

まず設備投資を建築物と機械に分けてみると，出所の違うデータをつない

で傾向を読み取るという問題点はあるが，まず１つは業務用自動車などを機

械装置に含めると，建築物よりは機械装置の比率がはるかに高いということ，

２つめに設備投資に占める車両運搬具の比率が15％前後とかなりの比率を占

めること，そして３つめに1969～1970年にかけて「その他投資」（埋立など

の土地造成がほとんど）の比率が上昇したことがわかる．次に産業別に分け

－１５０－
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てみると，沖縄の産業構造は第三次産業偏重といわれながらも，設備投資に

関しては製造業の構成比は高い．この比率はトレンドとしては低下傾向にあ

るが総額の60～40％程度を占めており，調査対象になった企業に製造業が多

く含まれていた恐れはあるが，当時の総生産に占める第二次産業の構成比が

17～19％程度であったことから考えると，高度成長期において製造業の投資

活動が活発であったことを示している．

表１総需要に占める主要支出項目の構成比

nM人洞費政府洞固定白木形民定個人宅企案。償政府固定投宜移出移輸入
、7ｺ［す５３５７１６３Ｂ４４８２３７４１１２０７７４１４４１５６２２４

ｍ引巫可１００４１，２１６３１１８４２４５６６３ＧＤＢ

上沮五Ｔ[刃】５１１１８，５０６４２４１３ＢＢ１４３９－６５B

mTTZヨー１９５００６４５７１１１４７G３４Ｂ１Ｂ4７４７９９ＢＢ２Ｂ１２２３３

，羽TＺ可３Ｄ6７７４５１９６５１５３３６５１４３２１７４１３１６０

上■ヨ、、】５３ｇｌＢＢ３０１１５Ｂ３９１４３２２６－２９Ｂ

表２項目別設備投資

単位;千ドル９６
1958年度1959年度1960年度1961年度1962年度

総額24030２１６８４3038438,30145039
成比１０００１０００１０００１０００１０００

４４３３６４３８７２６６３１１

｢軍工ＸＴ■５５７６３６６１３７３６６８９

注1:産業用機械の中に車両運搬具を含む 資料:｢国民所得統計｣琉球政原
注2:埋立等の土地改良は建築物に含む

表３設備投資の内訳

藤篝雲Eji
－１５１－

単位:千ドル．船

資料:Ｉ法人企栗調査｣境琢政府企図局

1965年度 1966年度 1967年度 1968年度 1969年度 1970年度
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第三次産業に引っ張られた沖縄経済において，いったい製造業のどの業種

において設備投資が旺盛であったのか確かめたいが，そこまで細かく分けた

データは入手できない．そこで，出荷額の増加した業種において設備投資も

増えたという想定で，1960年代における各業種の出荷額を整理した表4でもっ

て代用としたい．

この表を眺めると，次のことが指摘できる．まず１つは，製造業における

食料品，その中でも砂糖とパイン缶詰のウェイトが極めて高い．砂糖やパイ

ン缶詰については日本政府によって特恵処置が与えられ本土出荷が伸びてい

たが，特に沖縄産砂糖が1959年に打ち出された日本政府の「甘味資源の自給

力強化総合対策」の指定を受けたこと，それと1964年のキューバ危機による

国際的な糖価の高騰が刺激となって製糖業が益々活発となった．「工業統計

調査」（琉球政府統計庁）によると，1960年から1967年の間に黒糖を製造す

る事業所は289件から22件に整理され，加工度の高い精製糖については事業

所が９件から13件に増加し出荷額も7.5倍に増加した．このように1960年代

半ばに糖業は一躍沖縄のリーディングとなったが，キューバ危機が収まると

糖価も下落し，日本政府の買い上げ価格も据え置かれたため出荷額が頭打ち

となった．

糖業やパイン缶詰が主に輸出という外生的需要に支えられた業種だとする

と，「その他食料品」は沖縄経済が高度成長期に入り，それに伴う消費支出

の増加という内政的要因に支えられた業種といえる．住民の生活が豊かにな

るにつれて，泡盛，清涼飲料水，かまぼこ，素麺などの日常の食卓に上るよ

うな食品の出荷額が増加した．1960年の「その他食品」の出荷額は砂糖の半

分にも満たなかったが，1967年には砂糖を上回るまでに増加した．

1960年代の後半になって砂糖やパイン缶詰の輸出が横ばいに転じると，そ

れに引きずられて食料品全体の出荷額も伸び悩むことになるが，それを補っ

たのが非食品製造業の立ち上がりである．表4が示すように，1960年におけ

る非食品の出荷額は食品の６割程度しかなかったが，1969年には食品に匹敵

－１５２－
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する水準まで増加した．増加の筆頭は，建設関連の木材・木製品，窯業・土

石製品で，この９年間に出荷額を13倍に増やし製造業の主要な業種となった．

建設関連では金属製品も出荷額を大きく伸ばしたが，生活関連の衣服・繊維

関係，煙草などの伸び率も高かった．

表４ 製造業の業種別出荷額

：

遥
藝
鵲
巽
詔
繩1議蕊

（３）個人住宅

今度は，需要を牽引したもう１つの項目である個人住宅について見てみよ

う．復帰前に住宅建設が活発に行なわれた要因として，次のような事が指摘

できる．まず１つは，戦禍によってほとんどの住宅が破壊され，戦後しばら

く経っても住民は掘建て小屋同然の住宅で暮らしていたことがあげられる．

1955年末の国勢調査によれば，普通世帯が居住する住宅総数は156,768件，

その内1945年以前の住宅は20,331件（総数の13％）しか残ってなかった．２

つ目に終戦を機に内地や外地から多くの住民が帰郷し，人口が急増した．３

つ目に戦後の沖縄は基地経済と呼ばれるように基地関連収入に支えられて経

済成長を遂げたため，主に基地を抱える中南部の市町村においてビジネスや

雇用機会が提供された．そのために，経済的チャンスを求めて北部や離島な

どから中南部への人口移動が起こり，それが新たな住宅需要を生み出した．

４つめに，高度経済成長によって住宅を建設するだけの経済力が，住民に生

まれたことなどがあげられる．

－１５３－
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ここでは，表５を参照しながら人口の急増と地域間移動について確認して

おこう．まず，1940年における沖縄の人口は約57万５千人，沖縄戦で10数万

人の県民が犠牲となったにもかかわらず，1950年には内地や外地からの帰郷

によって人口は約69万９千人まで膨らんだ．その後も人口の急増が続き，

1955年には80万人，1960年には88万３千人に達し，1960年以降の人口増加率

は緩やかになったが，それでも'970年には94万５千人を数えた．

表５ 地域別人口と増加率（前回調査比）
単位：人，％

鶚
資料:国勢調査

震３Ｊ
このように沖縄は戦後になって人口急増を見たわけであるが，それは人口

の再配置を伴なう人口増加であった．まず大括りとして市部と郡部に分ける

と，1950年時点の両部の人口はほぼ同数であったが，２０年が経過した1970年

には市部人口が35％も増加する一方で，郡部は10％も人口が減少した．市部・

郡部という分け方をすると，単に農村部から都市部への人口移動が起こった

ように見えるが，市町村にまで区分けを細かくしてみると，この人口移動が

基地周辺市町村に向けての移動でもあったということがわかる．例えば，市

部においても中部の沖縄市，宜野湾市，浦添市では人口は急増し，名護市や

糸満市の人口はほとんど増加しなかった．また郡部はトータルとしては人口

－１５４－
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が減少したが，基地を抱える中頭群は人口が増加した．このような人口総数

の急増と地域間移動は住宅に対する需要，特に那覇市や中部市町村において

局地的な強い住宅需要を生み出した．

住宅不足が深刻であった当時の居住環境を垣間見させてくれるのが，臨時

国勢調査（1955年12月）による住宅関連の統計である．この調査によると，

終戦後10年が経過した当時でさえ，普通世帯の23％が住宅以外の建物に居住

するという厳しい状況にあったことを伝えているが，住宅に居住している世

帯についても住環境は決して良好なものではなかった．普通世帯が居住して

いた住宅を所有・畳数別，そして構造別に分類した表６によると，当時の住

宅事情は以下の通りである．まず住宅の広さをみると，住宅総数の81.1％を

占める持家の75％が15畳未満，借家にいたっては85％が12畳未満という状況

にあった．当時の平均的な一世帯当り家族数は約５人であったから，住宅は

かなり狭縊であったことがわかる．この住宅の狭院さはなかなか改善されず，

沖縄の1965年における－戸当りの平均部屋数は3.16室，最も住宅難のきつかっ

た那覇市においては２７室という状態であった．また表７が示すようにほと

んどの住宅が木造住宅で，しかも萱葺きやトタン屋根が多いから台風や真夏

表６所有関係別及び畳数別住宅
単位：件,％

総数
１２０６６４(100）

持家
９７８５８(81.1）

借家
９８９５(８２）

借間
１２０６６(10.0）

給与住宅
845(0.7）

～６１５５９１３３５５３２１５９

６～８２４９２２５３６６３４３２４８

９～１１１９７２１５１５０９０１６３

１２～１４１８６２１６８５２６１５７

１５～１７９０１０６３２０５８３

１８～２０６５７８１８０３８８

２１～２３２２２７０４２２

２４～２９２４２９０７３５

３０～３５０７０８０２０６

３６～４７０３０４０１０５

４８畳以上０１０１

丁詳０１０１３４

－１５５－

｢1955年国勢調査｣琉球政府

総数
120,664(100）

持家
97,858(81.1）

借家
9,895(82）

借間
12,066(10.0）

給与住宅
845(０７）

ヘジ

０
Ⅱ
Ｉ
■
▽
■ 1５．５ 9.1 33.5 53.2 1５．９

6～８ 24.9 22.5 36.6 34.3 24.8

9～１１ 1９．７ 21.5 1５．０ 9.0 1６．３

１２～1４ 1８．６ 21.6 8.5 2.6 1５．７

１５～１７ 9.0 1０．６ 3２ 0.5 8.3

１８～2０ 6.5 7.8 1.8 ０．３ 8.8

2１ ヘヴ 2３ 2２ 2.7 0.4 ￣ 2.2

24～2９ 2.4 2.9 0.7 ￣ 3.5

３０～３５ ０．７ ０．８ ０．２ 0.6

36～4７ ０．３ 0.4 0.1 ￣ 0.5

48畳以上 ０．１ ０．１ ￣

ｲ､閻手 ０．１ ０．１ ３４
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表７構造別住宅数とその構成比

単位：件,％

総数耐火構造Ｉ。瓦屋江Ⅲ,トン屋の不詳
120,664７９８１１９８３０４８９３２３７６９０２９９１２３２９６３６

１０００７９９３４０６３１２２４８

の暑さに苦労したことが伺える．

次に表８は，1955年と1970年において普通世帯が居住する住宅を地域，所

有別に分類したものである．両年の数字を比較すると，住宅総数はこの15年

間に約78％も増加し，大規模な住宅建設が行なわれていたことを示している．

住宅建設を地域別に分けてみると，人口増加が大きかった那覇市や浦添市等

における増加が著しいが，その他市町村でも住宅は50％増となっており，沖

縄各地において建設ラッシュがあったことがわかる．

この住宅の増加を所有別に見たとき，１つの特徴は借家の増加率が大きい

ことである．一般的に人口の地域間移動が大きいときに借家への需要が増加

するが，復帰前の沖縄においても那覇市，宜野湾，それから浦添などへの人

口移動が借家への需要を高め，供給を促したものと思われる．特に人口流入

が著しかった那覇市では，この15年間で借家は６倍近く増加し，1970年には

普通世帯が居住する住宅の４割が借家ということになった．実際，那覇市に

おける家計の主要支出項目の物価指数をみると，図３が示すように1960年代

後半にかけて住居費の上昇率が最も高くなっている．

表８地域及び所有別住宅分布

露鰯襄１
156

総数 耐火構造
木１

総数 瓦屋根 茅
苞

星根 トタン屋根 その他
不詳

120,664 798 1190830 48,932 37,690 29,912 30296 3６

1００ 0.7 99.3 40.6 31.2 24.8 2.7
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図３那覇市消費者物価指数
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資料:更球政府

３．社会資本に対する需要と供給

上の節では，民間設備投資や住宅建設が復帰前の沖縄経済を牽引したこと

をみた．民間部門の経済活動が活発な高度経済成長期には，政府部門の比率

が下がるのは当然である．しかし上でも述べたように当時わが国の国内総

支出に占める公的資本形成の比率は９％もあって，沖縄の５％という比率は

かなり低いといえる．そこで本節と次節では，沖縄の公的資本形成の比率が

低くなった要因について，特に社会資本をめぐる需要と供給側の事情，すな

わち社会資本に対するニーズの強さ，それとニーズに応えて公共投資を行な

う財政，いってみれば社会資本の供給力について検討してみよう．

（１）不足していた社会資本

まず社会資本の充足状況についてみると，戦禍によってほとんどの社会資

本が破壊されたことや，戦後になって社会経済の仕組みが一変し，それに対

応するための社会資本が必要となったことを考えると，社会資本はかなり不

足した状況にあったとみることができる．例えば教育制度は，終戦後すぐに

学制改革が行なわれ６．３制の小・中学校における義務教育が始まった．そ

－１５７－
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れに加えて，義務教育の前後の制度として幼稚園と高等学校が設けられたか

ら，各学校の校舎等の整備が急務となった．後で見るように，復帰以前にお

いても教育関連の社会資本整備には優先的に財政資金が投入されたが，それ

でも復帰翌年の1973年と1998年現在の公立学校の児童・生徒1人当りの校舎

面積を比較すると，小学校（1973年：3.7㎡，1998年：9.3㎡)，中学校（4.3

㎡，10.7㎡)，高等学校（4.49㎡，12.27㎡)，またプール設置比率も小学校

(8.7％，63.3％)，中学校（6.8％，488％)，高等学校（2.5％，91.9％）とい

う状態で，貧弱な施設のもとで教育が行なわれていた①．

それから交通事情についても，戦後の沖縄でも急速に自動車社会が到来し，

舗装・拡幅された道路の整備が急がれた．沖縄の自動車保有台数は，1955年

末の約5,300台が，1962年末に約19,000台，1966年に約54,000台，そして1970

年には約114,000台に増加した．1962年と1970年の２時点を取ってみると，

自動車保有台数は６倍に増加したにもかかわらず，舗装道路は1962年の251.

2kｍから1970年の634.3kｍへと2.5倍しか延長されなかった．そのために，

主要交差点の交通混雑がひどくなり，また保有台数の伸び率以上に交通事故

が増加した．

また生活関連のインフラである上水道についても，簡易水道を含めて水道

普及率は1960年に46％，1970年に82.2％という状況で，民政府が電力と並ぶ

枢要な社会的インフラとして水道を位置付けたにも関わらず，復帰直前まで

全世帯に水道を普及させることはできなかった．このように，様々な社会イ

ンフラについて，少なくても現在のレベルから比較すると当時は極めて貧弱

な状況にあり，社会資本に対するニーズはかなり高かったとみることができ

る．

①ちなみに筆者の出身高等学校には体育館がなく，その代わりに要らなくなった米軍機のトタン

葺き格納庫を移築し体育館として使用していた．母校に体育館が完成したのは，1973年になって
からである．

－１５８－
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（２）社会資本整備に優先した住民生活

このように沖縄の社会資本は未整備の状態にあったが，図２でみたように

財政支出に占める公共投資の比率は約３割の水準に止まり，公共投資へ財政

資金が重点配分されることはなかった．いってみれば,社会資本に対するニー

ズは潜在的には強かったはずであるが，そのニーズが顕在化し予算につなが

る力は強くなかった．

社会資本整備を推し進めるためには，増税によって公共投資の費用を調達

するか，他歳出を削減して資金を工面するしかないが，実は当時の財政はそ

れを許す状況になかった．まず増税に関していうと，県民の所得水準が低い

ために課税を強化することが難しかったこと，そして他歳出の削減について

は社会資本整備よりも優先度の高い歳出項目があったということである．

まず住民の所得水準について述べると，戦後は米軍関係の収入等があって

所得は上昇したが，人口も年率２％前後の高率で増加したため，1950年代の

１人当り個人所得は緩やかな上昇をたどった．しかし1960年代に入ると沖縄

も本土に遅れて高度経済成長を遂げるようになり，またその頃になると人口

増加率も年率１％前後まで落ち着いたため，１人当り個人所得は年率10％を

超える高率で上昇することになった

ところで，確かに図４における１人当り実質個人所得と可処分所得②が示

すように家計の暮らしは速いペースで向上したが，当時のエンゲル係数と消

費性向の値は住民の生活水準は依然と厳しい状況にあったことを教えてくれ

る．消費支出に占める飲食費の割合であるエンゲル係数は，生活のゆとり度

を示す１つの指標として琉球政府も関心を持っていた．その係数は，確かに

1960年代の高度経済成長によって次第に低下したが，1971年になってもそれ

は41％を若干上回る水準にあった．２４％前後のレベルで推移している最近エ

ンゲル係数（1990年代，沖縄の勤労者世帯）と比ぺると復帰以前の係数はか

①両所得とも消費者物価指数（1965年：100）で実質化

－１５９－
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なり高く，成長途上にあった住民の生活は決して豊かではなかったはずであ

る．

次に消費性向の推移は何を教えてくれるであろうか．1960年代の消費関数

論争は，一般的に短期において所得水準が上昇すると消費性向は低下する，

ということに落ち着いた．そのことからすると，図4が示すように1961年か

ら1971年にかけて消費性向が75％から65％まで低下したのは，消費理論に適

合しているように見える．しかしながら，年によって多少の凹凸はあるが

1990年代（つまり，十分に生活が豊かになった最近の）消費性向（勤労者世

帯）は約72％の水準にある．このことを考えると，復帰前における消費性向

の低下は，可処分所得が上昇するにつれて家計が消費の伸びを抑制し，貯蓄

に励んだことを示している．

図４個人所得と消費に関する指標

ﾄﾞﾙﾉ年 兜
的
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７
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可兇分所得200

IOC

０

1965年度１９７０年度

資料:｢玖珠銃叶年圧j速球政府

１９５５年度 1960年度

フローとしての個人貯蓄は住宅等の実物資産，または金融資産の純増に結

びつくので，図５では個人貯蓄，個人住宅建設そして個人利子所得の推移を

プロットしてみた．個人利子所得を加えたのは，家計の金融資産残高に関す

－１６０－
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る連続した統計が利用できないため，純金融資産残高＝利子所得／利子率，

という関係式に基づいて，利子所得からその源泉である金融資産残高を推し

測るためである．ちなみに，当時の１年もの定期預金金利はだいたい４５％

である．さて図５に戻ると，1965年頃から個人貯蓄が急上昇し，それから数

年遅れて個人住宅の建設が急増したことがわかる．また個人利子所得の堅調

な伸びから，預貯金等の金融資産も速いペースで膨らんだことが推察される．

個人貯蓄が住宅建設どのように繋がったのかを見るために描いたのが，新

設住宅を建設資金別に分類した図６である．その図が示すように，1950年代

末から1960年代初頭にかけては公社融資によって建設された住宅の割合が高

かったが，1960年代中頃から民間資金による建設が急増している．このよう

に，高度経済成長による所得上昇が貯蓄につながり，そして住宅建設に結び

ついた．

結論としては，1950年代の住宅事情は劣悪であったにもかかわらず，住宅

建設は活況ではなかった．その頃の住民生活は，５０％を超えるエンゲル係数

が示すように食べるのに精一杯で，住宅建設には手が届かなかったといえよ

う．ようやく1960年代に入って１人当りの所得水準が高い伸びを見せるよう

図５個人貯蓄と住宅建設
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になってから，家計は消費の伸びを抑制して住宅建設に着手することが可能

となったわけである．そのような状況であったから，社会資本を整備するた

めに増税をすることは社会的に難しかったように思える．

図６資金別新設住宅
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資料:｢区政艮頁｣堕球政府

４．復帰前の沖縄における財政

（１）琉球政府の財政

この節では，公共投資を担う財政について見てみる．復帰前の沖縄には

(琉球列島米国）民政府と琉球政府と呼ばれる２つの政府が存在した．民政

府は合衆国政府の出先機関で，その最高責任者である高等弁務官は，現役の

米国軍人の中から国防長官が国務長官に諮り，大統領の承認を得て選任され，

米国統治下にあった沖縄において最高の権力を有した．他方，琉球政府を統

率する行政主席を，高等弁務官が沖縄住民の中から任命するという手続きが

示すように，琉球政府は民政府の代行機関として行政を担った．業務分担と

して，民政府は渉外，広報や公安，それから統計業務や経済計画策定など，

軍政下にある住民統治に関する基本的な業務と，電力事業（琉球電力公社)，

水道事業（琉球水道公社)，通貨の管理や復興資金の提供（琉球銀行，琉球
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開発金融公社）等の枢要な社会的インフラの提供を担当し，それ以外の行政

実務は琉球政府が担った．1966年時点の職員数をみると，民政府が地元職員

も含めて約300人程度，琉球政府は行政関係だけで13,000人程度の職員を有

していた．

それでは，各行政機関の資金の繋がりを描いた図７に基づいて，当時の財

政の仕組みを概略しておこう．上でもふれたように民政府が行政の最高意思

決定機関ということになっていたが，行政の大方の実務を担っていたのは琉

球政府であったので，当時は琉球政府を中心に沖縄の財政制度が構成されて

いた．

まず琉球政府は，自主財源である租税・印紙収入と税外収入，それに民政

府や日本政府（1963年以降）からの援助金を加えた額を歳入とし，その収入

で自らの歳出を賄うだけでなく，市町村へ財政補助を行なった．琉球政府か

ら市町村への補助は，各市町村の財政力を調整するために，本土の地方交付

税制度を倣って設けられた市町村交付税特別会計を通して地方交付金が交付

され，それ以外に建設事業や失業対策事業に対する助成として政府支出金が

交付された．当時の支出の筆頭である教育費については，1967年に教育区財

図７復帰前の沖縄における財政機構

=nBIirTiうう｝
琉球政府

一般会計

１亡亟Ｆ=忘］
学校教育補助！；

；ｉ教育費負担金

▼▼

！教育区財政；

：（1965年に市町村財政へ縫合）；

出所：「琉球銀行-1-年史ｌ琉球銀行調査部を参考に作成
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政（小中学校の運営）が市町村財政に統合されるまで，琉球政府は教育区に

学校教育補助を拠出していた．

さて，琉球政府が設立された1953年から復帰を迎える1972年までについて

歳入と歳出総額，それと各項目構成比をまとめた表９を参照しながら，琉球

政府の財政を概観することにしよう．まず歳入または歳出総額が示すように，

財政規模は1950年代の緩やかな増加を経た後に，1960年代に入った頃から加

速度的にその規模を拡大させた．財政は入が出を制する仕組みなので，まず

歳入の方から規模拡大の要因を探ることにしよう．歳入を自主財源と依存財

源に分け，歳入増加の寄与度を計算してみると次の通りである．まず1953年

～1959年度については，自主財源が115％，依存財源が‐１５％，1960年～

表９琉球政府の歳入・歳出
単位：千ドル，％

瘻襲篝！
1963年１９６４可ヨ1965亜n19B6証－１９８７瓦ヨ196Ｂ豆ヨ1969訂ヨ1970瓦 1971年度11972年度

■入総額４４４３８ ５１４６９ ５５４３７６６４０５９５９１６１１３６１３１３２５７６ １５ＢＢ４４１９３４７８２３１０６５

Ｂ４２８１４８１８８０４６８７７２３５７８５４９５１６４６２
租税入７０１７０７７２２７３６５２６6３３５３２５０２４６０４０７
印紙入２５２２２６２６１９１７１８２４３５３４
税外収入３４Ｄ２３１３１２８２８２４２２１８２１
１度睡越Ｂ２８３３９１１１４４５０４、１０３
存竃１５８１８６１８２１９６３１３２７７４２２４５１4８４５３Ｂ
米国助１４９１０７１０５１０７９８8５108９８５Ｂ２４
日本政肋０９７９７７８９１７９１９２２０２２６０３５６４３４
入３６１１？ｑｌｍｎｎ8.0

出総額４０１５０ ４９２９１１５４６８６ ６５０４６９０７９１１１３１４５１３２４４１ 1５８１６３１９３４０２２２４１５７！

政府檀関

篝|碧二彗燕蓬譲環譲
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1965年度については，自主財源が74.5％，依存財源が25.5％，そして財政規

模が急拡大した1966～1972年度については，自主財源が32.4％，依存財源

67.6％となり，援助の増加が歳入の拡大に大きく寄与していることがわかる．

表９が示すように民政府は琉球政府が設立された当初はかなりの財政援

助を行なっていたが，沖縄経済が復興を果たし成長路線を歩むようになると

援助の増額を差し控えるようになり，それが歳入に占める自主財源比率の上

昇と財政規模の緩やかな増加につながった．しかし1950年代末頃から沖縄で

基地問題が深刻化し住民の祖国復帰運動が盛んになるにつれて，日米両政府

は財政援助を通して沖縄経済の振興を図るようになる．その結果，民政府か

らの財政援助が再び上昇し始め，また1964年度からは日本政府からの財政援

助も急拡大を見ることなった．このように，琉球政府の財政規模拡大には日

米両政府の援助が大きく寄与していることがわかる．

ただし，自主財源も年度による凹凸はあるが均してみると名目経済成長率

を上回る率で伸びており，1955年から1970年の期間に6.4倍の増加，これは

同期間における日本政府の歳入（一般会計十特別会計）の6.6倍増加に匹敵

するほどである．しかし，日本政府からの援助はそれを凌駕する率で増加し

たため，琉球政府最後の予算編成となった1972年には日本政府援助金が租税

収入を上回ることになった．また，後で触れることであるが日米両政府から

の援助金は使途が決まっていたため，援助額の増加は歳出構成にも影響を与

えた．

さて，歳入の最後の説明として，琉球政府の租税構造について簡単に述べ

ておく．表10では租税収入を大括りで直接税と間接税③に分類してみたが，

この表が示すように琉球政府の税収は所得税や法人税といった直接税よりも

物品税，煙草消費税や酒類消費税といった間接税からの税収が多かった．琉

③原資料において油脂販売納付金は税外収入に分類されているが，1968年度から石油税に統合さ

れるため，データの連続性のため表10では油脂販売納付金を1953年度にさかのぼって石油税にま

とめた．
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球政府も日本本土に倣ってシヤウプ勧告を基本とした直接税中心の租税制度

を作ったが，住民の納税忌避の傾向が強く，また当局の課税技術が未熟であっ

たために直接税収入が想定したようには揚がらず，結果として間接税中心の

税収構造になってしまったということである④、一般的に所得水準が高い世

帯ほど消費性向が低く，また煙草，酒類の消費が世帯の所得水準に比例しな

いことを考えると，当時の税構造は逆進的な大衆課税であったといえる．農

家や自営業者の比率が高い発展途上国では，所得の補足が難しいため課税も

間接税に偏る傾向があるが，当時の沖縄も同様な状況にあったということが

できる．

表１０琉球政府租税収入の内訳

①久場政彦箸『戦後沖縄の軌跡」の第二章二節参照．

－１６６－

単位:％

資料:｢琉球政府財政関係資料｣沖縄県

1955年度 1960年度 1965年度 1970年度
直接税 39.5 40.3 49.8 42.0

所得税 30.8 25.1 31.5 24.4

法人税 7.6 1４．１ 1６２ 1４．６争
冨
一

や
●
■
■
□
■ 力車税 1.2 1.1 ２１ 3.0

Ｈｆ 接税 60.4 59.5 500 57.9

通行税 4.1 5.2 5９ 0.4

酒税 8.2 6.0 9,1 7.7

娯楽税 3.2 1.9 ０．７ 0.8

遊興樹k食税 ０．９ ０．８ 1`１ 1.4

Ｉ |品ギ 曲 4.9 1１．０ 1１．６ 20.4

好飲撃 税 2.0 1.8 1．８ 2.1

。 |煙草輔|入税 ００ ００ 1.8 1.0

煙草諺 蜜|税 1３２ 9.1 5.0 4.9

酒懇 鴻 蜜|税 1０．２ 1０．４ 3.4 4.0

種 》糖濃 蜜|税 5.8 5.4 2.7 2.5

石油 獄 7,8 8.0 7.0 1２．７

そのfＩ
￣q

2冊 ｔ 0.1 ０．１ ０．１ ０．１
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次に琉球政府の歳出について見てみよう．復帰前における歳出の大きな特

徴は，教育関係の支出構成比が高いことである．歳出を目的別に分類した表

９の欄が示すように，総額の30～35％程度の予算が教育文化費に支出されて

いる．制度が異なるので単純に比較はできないが，わが国の1960年代におけ

る地方普通会計歳出に占める教育費の割合が25％程度であるから，沖縄の構

成比は５～10ポイント高めということになる．1965年度予算について教育文

化費の細目をみると，義務教育提供のために教育区財政に拠出される学校教

育補助が約60％，次いで公立高等学校や聾唖学校等の運営に支出された政府

立学校運営費が18％，学校建設費が10.5，琉球大学経費が６４％と続いてい

る．

このように義務教育，それから高等学校教育に多くの財政資金を投入した

のは，上でも述べたように，戦前60万人を超えることがなかった沖縄の人口

が戦後急激に増加し，その過程で就学人口の急増をもたらしたからである．

公立学校の児童・生徒の推移をみると，図８が示すように小学校は1961年頃，

中学校は1965年頃にピークを迎えたが，高等学校は中学卒業者の増加と高校

進学率の関係で，1972年まではまだ増加傾向にある．

カーブの形状から児童生徒の大幅な増加が推察されるが，1957年以前のデー

タが利用できないため，最も人数の多い小学校児童がどの程度増加したのか

よく分からない．そこで，次のような計算をしてみよう．まず，1945年前後

に誕生した子供が中学に通う1959年頃の中学校生徒数が４万人弱，それが

1965年にはピークの８万人強に，すなわち６年間で２倍に増加した．小学生

は全て中学校に進学するという前提でこの比率を小学校児童に当てはめると，

児童数が1961年に165万人のピークに達したから，その６年前の1955頃は８

万人程度の児童がいた計算になる．内地，外地からの帰郷による人口増加分

もあるので，上の計算は大変大雑把なものであるが，それでも1950年代後半

から1960年代の半ばにかけて，まずは小学校，次いで中学校，そして高等学

校というようにラグを伴いながら児童生徒が急増し，多大な教育費を要した
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図８児童・生徒数の推移

(単位:千人）
IＧＯ

閲
仰

1２０

、
印
印
扣
、
０

19670972年

資料･｢学校基本田査砠告＆｣璃球政府文教民

１９５７ 1９６２

ことがわかる．

表９で見たように，日米両政府からの財政援助は琉球政府の財政規模を拡

大させたが，それは使途を定めた特定項目に対する援助であった．そのため，

援助の増加は歳出構成にも大きな影響を与えたことは上で述べた通りである．

表1１ 琉球政府に対する日米両政府の援助

単位：千ドル`％

木国政府(年平均）1953～５５度1956～6０1961～6５1966～７２
教関係１２０２３３４６０８２５４１９９８３６３２３７６３６３
国土保全関係費８６２４１４３５９１０５１９２１４０４
国土開発関係費６７３１８７６３９２６７１４７８２６９１８００３８５
業経斉関係費５４０１５０１４０６７０１３２９１０１
気運輸通信電力２０８５８１５０６１７０３１０００１
投融９７２７８０４７３１３４８００
社会保関係１５２４２５３１２２１６５６１１９９１３１０９
その他６３６１７７４４０１８４１１０４２０１１３７５１３６
合計３５９５１０００２３９７１０００５４９９１０００７１８１１０００

単位：千ドル,％

日本政府(年平均）1963～６４Ｆ1965～6６1967～68年度1969～70年度1971～７２度
教関係２１４７２６７０１２７９２６０４７４１５３２４３８２２４４３２２２０
国土関係５６８１９２７５８１４４７９３４１５６９１４５３８０５
国土開発関７０１２３７１２１４２３０１５８３８１４７９５１１９１４７４１１３３
業経関係１４６４９３７７７１７１７３７１６０４４０３９９２３６
気運通信電力１３３４５２３２４４４７５２４５０３１３５０１０５
投融６２２２１０９９７１８９１８０６９２６１１１１５２９５８４８６
社会保関係１１３３８６４１１２２２８４６１４６９９９６２４９２３９４６２１５
その他４５９１５５３８１７２２０７２１０６１２３８３１３３３９３３００
合計２９５５１０００５２６７１０００１９５５１１０００４０１４０１０００１１１１2６１０００

■■
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それを確かめるために，援助を項目ごとに分類した表11を見て頂くと，確か

に両政府の援助が教育関係に最重点をおいていることが判る．琉球政府の歳

出において社会保障関係が教育文化経費の次に構成比が高くなっているが，

これも日米両政府，特に日本政府が社会保障関係の援助を増やしたことの反

映であると思われる．

それから，本稿の焦点である公共事業であるが，日米両政府とも国土保全，

国土開発関係でかなりの財政援助を与えている．しかし，この援助は直接的

に琉球政府直轄の公共工事として支出されずに，地方行政費を通して市町村

に配分され，市町村での公共工事につながっている．後で見るように，公共

工事に占める市町村発注割合が総体的に高くなっているが，これは日米両政

府からの援助が市町村まで潤した表われである．

（２）市町村の財政

米国統治下の沖縄においても，戦後の民主改革の一環として市町村による

地方自治が始まったが，市町村に与えられた権限や財源が小さかった．１９６０

年代における市町村の財政規模，それと歳入，歳出の項目構成を整理した表

12を参照しながら，市町の財政について概観しよう．その前に１つ注意して

おくと，1967年に財政規模が急拡大しているが，これはそれ以前まで独立し

ていた教育地区財政が市町村財政に統合されたためである．この制度改革に

よって，琉球政府から教育地区財政に移管していた学校教育補助が市町村交

付税に加算されるようになった．

きて，歳入・歳出総額の推移が示すように，1960年から1970年までに市町

村の財政規模は約6.5倍ほどに拡大したが，それでも琉球政府財政の約３割

程度の規模である．現在（1998年度）の県下市町村の予算規模が沖縄県予算

の87％に相当することからすると，復帰以前の市町村の財政は現在よりもか

なり限定されたものであったことがわかる．歳入を自主財源と依存財源に分

けてみると，この10年間に自主財源が3.8倍増に対して依存財源は12.6倍に
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表１２市町村財政

増加しており，財政規模の拡大は依存財源，特に琉球政府からの交付金や支

出金によってもたらされたといえる．

市町村の自主財源の伸びが低いのは，租税収入の９割を事業税，固定資産

税，それと市町村民税が占めるが，これら主要３税が累進的ではないため，

1960年代の高度経済成長にもかかわらず税収はそれほど伸びなかったことが

要因と思われる．終戦間もない頃は，民政府からの援助物資を販売した代金

で市町村の財政を賄っていたが，1951年から本土の地方税法を参考に17種目

で構成される地方税に関する条例ができて，市町村も住民に対して課税をす

るようになった．しかしながら，上であげた３税以外に税収を上げることが

できる種目がなく，結局は琉球政府からの補助と公債発行による財政運営に

つながった．

次に，歳出について見てみよう．まず，歳出を性質別に分類したとき，

1967年度から別掲されている教育費負担金を元の消費的経費に戻すと，歳出

の５割強が消費的経費，３割強が投資的経費，そして残りが公債費やその他
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支出となっている．教育費負担金を市町村が負担した教育関係支出とすると，

市町村の歳出は琉球政府よりは教育関係の支出が少なく，代わりに投資的経

費の比率が高くなっている．目的別構成比をみると，役所費，議会費，消防

費など身近な行政サービス提供のために予算の35％程度が支出され，それに

次いで土木費の割合が２割弱と高くなっている．産業経済費の構成比も10％

程度と高くなっているが，これはほとんどが農業関係の支出である．

ところで，表12において失業対策事業費の構成比が次第に低下したことが

示すように，復帰前において公共投資が低かった理由の一つに，当時の雇用

情勢が良好であったことが指摘できる．公共投資は民間によって供給できな

い社会資本を，公的に提供するという資源配分機能を担っているわけである

が，それ以外に景気が悪いとき，または景気が悪い地域で公共事業を行うこ

とによって，雇用の場を提供するという機能も果たしている．復帰前の沖縄

では，市町村の状況に応じて琉球政府が補助を行ない，各市町村で失業対策

事業を行なっていたあの頃の失業対策事業は，公共事業の波及効果云々と

いうケインズ理論の裏づけを持った大掛かりなものではなく，失業者に道路

補修などの作業を役所が与える簡単なものではあった．しかし，それでも失

業に対して公共事業で対応するという仕組みはあったわけである．

ところが，1960年代に入って沖縄経済が高度成長を遂げるようになると，

人口増加に伴って労働力人口が急上昇したにもかかわらず，サービス業，卸

売・小売業，それから建設業などの産業で労働需要が拡大し，労働市場にお

いて完全雇用に近い状態がもたらされた．図９は失業率と，建設業，卸・小

売業，そしてサービス業の平均的な常用労働者の実質賃金（1965年の消費者

物価指数で実質化）の推移をみたものであるが，1950年代後半から失業率が

低下し始めるとともに，1962年頃から実質賃金が高い伸びを見せていること

が分かる．そこで表12に戻ってみると，1960～1962年の頃は市町村歳出の

3.7％が失業対策事業として支出されているが，その後は1.5％のレベルまで

低下している．これは，失業率0.5％という完全雇用に近い雇用情勢が，こ
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の歳出の必要性を低めたものと思われる．

以上，社会資本を供給する財政についてまとめると，社会資本が不足して

いるにもかかわらず公共投資を抑えたのは，戦後の急激な人口増加に伴って

就学人口が急増し，それに対応するため琉球政府が教育関係に多くの予算を

割いたことが最大の要因だと思われる．それ以外に，人口比で1950年代だと

3.3％，1960年代でも2.5％の住民が生活扶助を受けていたというデータが示

すように，戦争の社会的後遺症として戦後しばらくは社会福祉関係の対応が

必要であったことも，公共投資を抑えた要因となった．琉球政府が，公共事

業に多くの予算を支出することが可能となるのは，1960年代中頃になって日

米両政府からの援助が増加してからである．

図９主要産業の実質賃金と失業率
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資料:｢■伐沖円経済史I阻球■行田五部

５．復帰以前の公共事業と建設業

（１）日米政府の財政援助と公共事業

繰り返しになるが，復帰以前の沖縄は民間部門がリードする民需主導型経

済であった．もちろん，経済に占める基地関連収入のウェイトが大きかった
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から自律型経済といえるかどうかは別として，少なくても民間設備投資や住

宅建設が沖縄経済を牽引した．沖縄経済が公共事業に依存するようになった

のは，復帰後になって沖縄経済の基盤整備のため集中的に公共事業が行なわ

れ，それに相応するように建設関連の企業や労働者が増加したためである．

そこで，この節では，復帰以前の沖縄においてどのような公共事業が行なわ

れ，また建設業の業態はどうであったのかを検証したい．

まず，1962～1970年の期間の建設投資を，公共投資と民間投資に分類した

表13を見て頂きたい．この表が示すように，この８年間に投資額は５倍ほど

増加したが，民官の内訳は民間投資が約75％，公共投資が25％という割合で

安定的に推移し，民間による発注が建設市場を主導した．民間投資の75％の

内訳は，戦後の人口増加と経済成長を反映して，個人住宅が約３割，事務所

や工場などの非住宅が約４割となっている．

公共投資については琉球政府の投資額が大きいが，市町村の財政規模が政

府の３分の１程しかなかつたを考慮すると，市町村による投資額が少ないと

はいえない．ただし，市町村の公共投資は琉球政府から補助を受けた事業が

多い．1962年と1963年のデータに基づいて公共投資を土木事業と建設事業に

分けてみると，土木70％，建設30％の構成比となっており，公共投資が土木

主体であったことを示している．

次に公共投資を項目別に分類した表14によって，どのような分野において

公共事業が行なわれたのか確かめてみよう．表14は琉球政府の直轄事業費と

市町村への補助事業費を集計し，それを項目別に分類したものである．この

場合の事業費は用地取得費や物件補償費を含むため，通常の公共投資よりは

金額は膨れることになるが，琉球政府がどの分野に資金を配分したのか確か

めるためには便利である．この表によると，1967年までは文教関係の構成比

が最も高いが，1968年からは道路関係が優先されたことがわかる．その他項

目については，いわゆる治山治水の国土保全は構成比を低下させ，代わって

厚生福祉関係の構成比が高まっている．
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行政投資額は1964～1970年の期間に４倍ほど増加しているが，それに大き

く寄与したのが日米両政府の琉球政府への財政援助である．投資額を資金別

に見ると，琉球政府が37～57％，日本政府援助が20～35％，米国政府援助が

22～39％となっており，行政投資の半分程度が日米両政府からの援助で賄わ

れたことを示している．また上でも述べたように日米両政府からの援助は使

途が定められていたため，それは琉球政府がおこなう公共事業にも影響を与

えた．公共投資に占める文教関係や道路の比率が高いのは，表11で見たよう

に，日米政府が教育関係や国土開発関係に多くの補助を与えたからである．

表１３沖縄における建設投資

艫篝欝iiil
表１４行政投資の分野別内訳

屡慧
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単位:ドル，兜

貢料:琉球政１行企画局

1964年度 1965年度 1966年度 1967年度 1968年 度 1969年度 1970年度

獣類 90648,751 9,827,704 11,668843 18,816,785 25,575,025 28,862,633 40,369,371
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（２）人口増加が牽引した建設業

最後に，建設業の業態について簡単な整理をしておこう．まず事業所統計

から，全産業と建設業について事業所数と従業員数の推移を地区別に分類し

たのが表15である．これによると，1961年における建設業の事業所数は305

件で，これは全産業事業所のほぼ１％に過ぎないが，1970年には1,068件，

全事業所の2.5％にまで増加した．建設業就業者も同様に，全産業従業者に

占める比率は1961年の約５％，それが1970年には8.5％にまで増加し，その

頃には既に建設業は沖縄の主要産業になっている．

表13で見たように，復帰前の建設工事の75％が民間による住宅建設や事務

所や工場等の非住宅の建設であったから，建設業も人口が増加し事業所が設

立される地区に集まる傾向が強かった具体的には，1960年代前半までは那

覇市において建設業者が増加し，その後は中部方面のウェイトが高くなって

いる．産業全体の事業所の動向を見ると，那覇市と中部地区の比率がほぼ４

対３で安定的に推移するなかで，建設業が中部地区へシフトしていったこと

は，事業所の増加よりも人口増加の方が建設業を牽引する力が強いことを示

している．ただし，人口が減少した宮古地区において建設業が増加した理由

については，よく判らない．

表１５地域別の建設業事業所及び就業者
単位：人,％

１９６１１９６４１９６７１９７０１９６１１９６４1967年1970年

全産業２９８８７３５７２７４１１８５４３２０５１１７５４５１５２５９４１７５４１９１９３０７６
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表１６建設業者登録数

地
区
別
構
成
比

H料:｢廸艘哩啓l琉球政府趣鰡后

次に，1970年の建設業事業所1,067件を常用雇用者数によって分類してみ

ると，常用雇用者０人（従業員は全て臨時雇い）の事業所が153件（143％)，

1～4人が313件（29.3％)，５～9人が270件（25.3％），１０～19人が190件

(17.8）％，２０～29人が54件（5.1％)，３０～49人が46件（４３％)，５０～99人が

29件（2.7％)，そして100人以上が12件（11％）となっており，常用雇用者

20人以下の事業所で９割近くを占めることがわかる．事業所と従業員の構成

比を見比べると，那覇市の事業所規模が大きく，南部，宮古地区の事業所規

模が小さいことが読み取れる．

機械設備についても，琉球政府企画局の調査によると1963年度において沖

縄の建設会社が保有する建設機器（ブルドーザ，クレーン，グレーダー，ショ

ベル，ローラー，ミキサー）はトータルで24台しかなく，当時の建設業は文

字通り人力に頼って工事を行なっていた．しかし，その台数は1967年には

545台まで急増し，極めて短期間に資本装備率を向上させた．高度経済成長

の過程で家計の貯蓄率が高くなったことを上でみたが，1963年から1967年の
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資料:｢建設要覧｣琉球政府建設局
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間に金融機関から建設業への融資額は３倍に増加しており，こうした家計の

貯蓄が建設業者に融資ざれ建設業の近代化に貢献した．

最後に，建設業を営むものは琉球政府建設局に届け出る必要があったが，

それに基づいて集計したのが表16である．業種別分類の欄を見ると判るよう

に，電気，水道，塗装，そして防水業者が含まれており，上で見た事業所統

計よりは広義の建設業に関する統計となっている．地区別に見ると，事業統

計とほぼ同様な傾向が読み取れるが，那覇市の構成比がそれほど減少しない

こと，それと1965年時点で既に宮古地区の構成比が高くなっている点で違い

が見られる．業種別に見ると，土木事業だけを請負う業者は１割程度しかな

く，電気，水道，塗装，防水などを主に建築工事から派生する業種だと見る

と，建設業の９割が建築関連ということになる．ただし，建築だけを請負っ

ていた業者が，次第に土木工事も行なう総合建設業に事業拡大していった傾

向が読み取れる．
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